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　企業における精神障害者雇用に関する文献を歴史的に概観することを目的に研究を行った。
　1975年以降の国内文献を収録する科学技術文献情報データベース JDreamⅢを用いて、「精神障害者」と「雇
用」と「企業」で37（最古1987年）の文献が得られた。2006年以降文献が増えていることが分かった。2005年
以前は精神障害者をめぐる課題は雇用どころではなく、社会的入院の精神障害者を退院に導くことの方に重き
が置かれていたため文献が少ないと考えられた。どの文献も雇用に当たっての困難については触れ、今後の課
題についても触れていることが分かった。精神障害者を雇用した企業の声を聞いた内容の研究が４文献あった。
精神障害者を雇用した企業の声を聞いた内容の研究３文献では、どれも雇った後の継続について関心を寄せて
いることが分かった。今後、看護師の役割が期待されるところであるため、今後も精神障がい者雇用に関する
研究に励みたい。
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日本の企業における精神障害者雇用に関する文献研究

吉谷優子　伊東健太郎　石﨑智子＊

Ⅰ．問題の所在
　筆者らは、精神保健看護の臨床に触れ、症状が寛
解して、精神障害者本人には就業意欲があっても、
就業したり、就業を継続したりすることが困難な精
神障害者に、多く出会ってきた。一方で、平成25
（2013）年４月１日から障害者の法定雇用率が民間
企業で2.0％に引き上げられ、また、平成30（2018）
年４月から精神障害者の雇用が義務づけられ、法定
雇用率の算定基礎に加えることとなった。
　このような中、厚生労働省によると１）、精神障害
者の求職、就職ともに大幅に伸び、さらに、初めて
身体障害者の就職件数を上回った（図１）。また、
前年と比較してどれぐらい新規で雇用されたかを障
害種別に見ると（図２）、2011年度に４障害種全て
が大幅に伸びその後減っているが、精神障害者の減
り方が一番少なく、しかも、2013年には2011年の増
数を超えた。2011年には全体で雇用純増数が2.93倍
あったが、昨年2012年は0.6倍に減った。2013年は
法定雇用率が２％になったことで、雇用純増数が増

えたが、2011年の2.93倍には及ばず1.6倍ほどでと
どまっていた。
　様々な理由が考えられるが、雇用する企業から見
てマネジメントしやすい身体障害や知的障害が雇用
され尽くしてきたことや、雇用に積極的な大手企業
が既に雇用率を達成したことなどが指摘できる。そ
のような時代なので、ここ数年、着実に増えつつあ
るのが精神障害者の雇用と言えよう。
　これに先立って、平成21年度から平成22年度に厚
生労働省は「精神障害者雇用促進モデル事業」を実
施し、参加企業の取り組みを紹介している２）。精神
障害者が働きやすい雇用管理の方法、職場における
サポート体制の整備、採用に当たってのポイントな
ど、他の企業にも参考になると思われる内容も多い
が、紹介されている10事例のうち７事例もが、障害
者雇用に特化した子会社や非営利組織での雇用であ
る（表１）。
　実際には「『幻覚を見て、何を言っているかわか
らない』人と一緒にどうやって仕事をするのでしょ
う」３）というような雇用する企業側の戸惑いもあり、
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厚生労働省によれば、身体障害者の雇用経験のある
事業所は432事業所中224（51.8％）であったが、知
的障害者や精神障害者の雇用経験がある事業所は、
それぞれ82（19.0％）、93（21.6％）であった。今後、
精神障害者の雇用を促進するためにどのような支援

が必要かについては、「雇
入れから雇用継続まで一貫
した外部の支援機関の助
言・援助などの支援」（47.6
％）とした事業者が最も多
く、続いて「社内での精神
障害者の雇用に関する周知
や理解促進」（44.5％）で
あった４）。
　障害者本人たちもまた、
戸惑っている。「病気を隠
して働き、病院に通うため
に休むと、『休んでばかり』
と言われ、病気を明かすと
差別される。こんなおかし
なことはない」５）等の声は、
筆者らの体験でも、障害者
本人たちからよく聞かれる
内容でもある。先に述べた
戸惑う企業経営者らを主な
読者層とする雑誌３）は、そ
の後、社団法人 日本精神
保健福祉士協会、一般社団
法人 日本精神保健福祉事

業連合、公益社団法人 全国精神保健福祉会連合会、
公益社団法人 日本精神科病院協会から、「不適切な
表現」について「指摘」を受けたとしてウェブサイ
トや誌面で謝罪した６）。それからは、障害者や精神
障害者への理解を深めようとしている努力が、誌面
からもうかがえる。
　公的な場でも、戸惑いの表明があった。「使用者
側が反対姿勢鮮明に──精神障害者雇用義務化で・
審議会：厚生労働省がこのほど開いた労働政策審議
会障害者雇用分科会（座長・今野浩一郎学習院大学
教授）で、使用者委員が意見表明し、総意として精
神障害者の雇用義務化に強く反対する方針を明確に
した。精神障害者の雇用定着状況や公的支援の実施
状況、雇用管理ノウハウの蓄積・普及状況、法定雇
用率のさらなる引き上げの可能性などから現時点で
雇用義務化を法定とすることは困難と訴えている。
４月からの法定雇用率引上げへの取り組みで精一杯
とした。」（労働新聞2013年３月11日付）に見られる
ように、例外的に一雑誌編集長が精神障害者雇用に
戸惑っているということではなく、経営者らに広く、
根深く、戸惑いがあると考えられる。

図２　障害種別雇用状況

図１　精神障害者の就職件数及び新規求職申込件数
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　実際、厚生労働省が平成21（2009）年度から平成
22（2010）年度「精神障害者雇用促進モデル事業」
を実施し、法定雇用率が上げられ、今日に至るまで
の数年間は、障害者雇用促進政策と日本の人手不足
が重なり、障害者、特に精神障害者の雇用が歴史的
に見ても急増しはじめた時期でもあった（図２及び
図３）。人手については、厚生労働省が2014年６月
中旬に発表した労働経済動向調査（平成26年第２四
半期）で不足と答えた事業所の割合から過剰の割合
を引いた労働者過不足判断DI（Diffusion Index）は、
消費増税による景気停滞にもかかわらず、18と高止
まりしていた。６月27日付の日経新聞夕刊によると、
2012年５月の有効求人倍率は1.09倍、完全失業率も
3.5％である。
　報道でも「障害者の就職に追い風が吹いている。
障害者の法定雇用率が昨年４月1.8％から2.0％に引
き上げられたことに加え、景気回復に伴う人手不足
も理由だ。人材紹介大手は専門部署も設立した。専
門家は、景気にかかわらず安定的な雇用が求められ

ると指摘する。
　（中略・雇用の例示）
　厚生労働省の調査によると、民間企業の従業員に
占める障害者の割合（2013年６月１日現在）は過去
最高の1.76％。特に精神障害者については、18年度
に雇用が義務化されることを見越して前年比で33.8
％増えた。」７）、「厚生労働省は14日、2013年度にハ
ローワークを通じて就職した障害者が７万7883人で、
４年連続で過去最高を更新したと発表した。うつ病
や統合失調症など精神障害者の就職者数が、初めて
身体障害の人を上回った。企業に課される雇用義務
が強まり、障害者の『人手不足』が続いていること
が背景にある。障害者の就職者数は前年度と比べて
14.0％増え、統計をさかのぼれる1970年度以降で最
も多かった。障害種別では『精神』が２万9404人（前
年度比23.2％増）で最も多く、「身体』は２万8307
人（同6.5％増）、『知的』は１万7649人（同10.1％増）。
『精神』の人数が『身体』を上回るのは、比較可能
な95年度以降では初めて。増加の最大の要因は昨年、

表１　「精神障害者とともに働く」厚生労働省モデル事業参加企業の取り組み

事
例 社名

特例
子会社
該当

社員数
障害
者数

取組前
精神障害者数

取組での
精神障害
者数

取組のポイント

１
SMBC（三井住友銀行） 
グリーンサービス株式
会社

○ 253 203 １ ８
・外部協力を得て、リスクの少ない取り組みを。
・短時間勤務制度と相談できる体制が安定につながる

２
株式会社 NTT データ
だいち

○ 107 70 不明 ６
・IT スキルの高い精神障害者を採用
・人材発掘の困難を乗り越え、次代の人材育成中

３
株式会社かんでん（関
西電力）エルハート

○ 171 109 ３ ９
・定着のベースは病状管理と生活管理
・アセスメントとサポートを徹底重視

４ 清水建設株式会社 × 246 150 不明 ９
・「雇用」という意識を忘れずに
・定着のためにトレーニング・アセスメントは有効

５
第一生命チャレンジド
株式会社

○ 138 92 不明 12
・グループ就労は雇用の定着につながるか？
・新事業立ち上げに精神障害者を雇用

６
株式会社ダイキンサン
ライズ摂津

○ 111 100 ９ ９
・SOS サインをキャッチして、体調変化にすぐ対応
・十分な実習期間が“成功”のカギ

７ 株式会社髙島屋 × 不明 不明 不明 12
・きめ細かな面接が雇用後のミスマッチを防止
・お互いに何でも話すことで、大きな安心感を

８ 中央労働金庫
×	

ただし、
非営利

2,740 57 不明 ６
・目で見て、就労支援機関に聞いて“スカウト”採用
・庫内営業が奏功し、多数の業務の切り出しを実現

９ 株式会社日立製作所 × 34,550 691
不明、15名の実
習受入経験あり

６
・障害者ではなく、「人財」という視点
・雇用する側の「人財」育成も必要

10 三菱商事太陽株式会社 ○ 90 49 不明 ７
・ステップアップで着実に“戦力”に
・評価することが仕事の原動力になる

厚生労働省：精神障害者雇用事例集「精神障害者とともに働く」より作成
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企業が達成すべき法定雇用率（従業員に占める障害
者の割合）が1.8％から2.0％に引き上げられたため。
厚労省障害者雇用対策課は『企業がいままで以上に
採用に目を向けている』と分析している。」８）と、
障害者雇用促進政策と日本の人手不足が重なり、障
害者、特に精神障害者の雇用が歴史的に見ても急増
していることが取り挙げられた。
　歴史的に見ても精神障害者の雇用が急増しはじめ
た時期だからこそ、企業側から戸惑いが示されたと
言えよう。
　筆者らは看護師であるので、医療機関を退院した
後の精神障害者・精神病患者の生活を、患者と一緒
にイメージして援助することを大切にしてきた。し
かし、まだ、生活が安定した後の就業や就業の継続
を患者と一緒に視野に入れた援助や福祉との連携が
充分とは言えない現状がある。
　精神科治療のうち、日本では中心的な役割を担う
薬物療法は、近年、短期間での症状寛解が目指せる
ように進歩しているため、就業を目指せる精神障害
者が増える可能性がある。医療の場での認知行動療
法も就労に向けた内容を多く取り入れるようになっ
てきた７）。看護は生活の援助を行うが、就労もまた、
精神障害者の生活の重要な一部である。認知行動療
法以外の場でも、就労に役立つ支援が、今、看護師
に求められていると考える。
　現行の制度では障害者就業・生活支援センターや
ハローワーク等に看護師がおかれ、生活面での支援
や障害特性を踏まえた雇用管理についての事業所に
対する助言等の役割が期待されるところであるが、
センターの数も看護師の数も少なく、看護師が他の
業務と兼務している例もあり、全国的なセンター登
録者、利用企業の増加に、支援が質・量ともに追い
ついていない現状がある９）。

Ⅱ．目　　的
　企業における精神障害者雇用に関する文献を歴史
的に概観する。

Ⅲ．方　　法
１．研究期間
　2014年４月から12月

２．研究対象
　企業における精神障害者雇用に関する日本で発刊
された文献。

３．研究方法
　得られた文献を年代順に表に配置し、研究テーマ
に沿って整理した。

Ⅳ．「障害者」という用語について
　1970年に成立した「心身障害者対策基本法」は、
1993年に「障害者基本法」へ改正された。精神障害
がこの法でいう障害者に該当するとされたことが、
障害者の定義に関してはもっとも重大な変更点であ
った。
　国と地方自治体の障害者計画の策定義務、障害者
施策推進協議会への障害者の参加などを定めたほか、
第２条の障害者の定義をめぐっては大きな変更があ
った。さらに、てんかん、自閉症、難病を有する者
に関する施策の充実を図るため、政府に対する付帯
決議が採択された。

Ⅴ．結　　果
１．文献検索の結果
　今回、研究対象とした文献は、科学技術文献情報
データベース JDreamⅢクイックサーチ機能を用い

表２　基本法の障害者の定義に関する新旧条文、
付帯決議、行政説明

障害者
の定義
（２条）

旧

 「心身障害者」とは、肢体不自由、視覚障害、聴覚
障害、平衡機能障害、音声機能障害若しくは言語機
能障害、心臓機能障害、呼吸器機能障害等の固定的
臓器機能障害又は精神薄弱等の精神的欠陥（以下「心
身障害」と総称する。）があるため、長期にわたり
日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者をい
う。

新

 「障害者」とは、身体障害、精神薄弱又は精神障害
（以下「障害」と総称する。）があるため、長期にわ
たり日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者
をいう。

付帯決
議

　てんかん及び自閉症を有する者並びに難病に起因する
身体又は精神上の障害を有する者であって長期にわたり
生活上の支障があるものは、この法律の障害者の範囲に
含まれるものであり、これらの者に対する施策をきめ細
かく推進するよう努めること。（抄）

＊旧）心身障害者対策基本法、新）障害者基本法
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て、表３及び表４のように検索、収集された。

２�．精神障害者雇用に関する研究をめぐる歴史の流
れ
　科学技術文献情報データベース JDreamⅢは1975
年以降の国内文献を収録している。「精神障害者」
と「雇用」を検索用語とした202文献のうち最古の
ものは1977年の文献であった10）。その次に古い1980
年の文献と併せて11）、古い方から２文献は、アメリ
カ合衆国での研究を紹介した内容であった。その後、
やっと1985年にアルコール依存症者と精神分裂病者
の鉄道会社復職に関する日本の研究があった12）。そ
の次に古いものは、「精神障害者」と「雇用」と「企
業」の37文献に含まれていた13）。「精神障害者」と「雇
用」と「企業」を検索用語とした37文献が得られ
1987年以降のものであった。報告書のうち表の通し
番号13〜16の４文献は26）‒29）、同一の研究プロジェク
トの報告書の４部分であった。この４文献を１つと
数えて、37文献がどのような年代に分布しているか
を見ると（図３）、2006年以降文献が増えているこ
とが分かった。

Ⅵ．考　　察
１．2006年から文献が増えた
　2005年までは非常に文献が少なかった。ちょうど
2005年に厚生労働省は「新障害者プラン」（障害者
基本計画「重点施策実施５か年計画」）として、社
会的入院の精神障害者を７万２千人、退院に導く計
画を公表した。この「新障害者プラン」では「雇用・
就業に向けた取組」を謳ってはいるが、精神障害者
に重点を置いた計画ではなかった。精神障害者をめ
ぐる課題は雇用どころではなく、社会的入院の精神
障害者を退院に導くことの方に重きが置かれていた
と考えられた。
　2006（平成18）年の障害者自立支援法の施行及び
障害者雇用促進法の改正などによって、身体障害者
や知的障害者の施策と同様に支援施策が行われるこ
とになった。障害者雇用促進法では、2006（平成
18）年４月から、精神障害者も法定雇用率に算定可
能となった。障害者自立支援法では障害者の企業等
での一般就労に重点が置かれて、研究者も精神障害
者の雇用に関心を高めたと考えられた。
　また、新旧全ての文献に検索データベースは一貫
性のある索引付けをしているのか、執筆する側の用
語や制度も時代によって変化する中で、今後も確認
が必要であると考えられた。

２．誰が文献を執筆したか
　どの文献も雇用に当たっての困難については触れ、
今後の課題についても触れていることが分かった。
　比較的古い2002年から、障害者福祉関係者ではな
く企業の人が執筆した文献があり43）、2007、2011、
2012年にもあった19）、21）。2002以降26文献のうち４文
献は企業の人が書いていたのは、比率としては多い
と考えられ、企業も障害者に法制度に強制される前
から関心を寄せていたと考えられた。
　精神障害者を雇用した企業の声を聞いた内容の研
究が４文献あった17）、18）、25）、26）‒29）。うち１文献は障が
い者雇用に特化した特例子会社を対象としていた25）。
精神障害者雇用のためのモデルプログラムを導入し
た企業の声を聞いた一連のもの26）‒29）、事業主による
配慮の取組実践事例および配慮推進における事業主
支援の実状と課題等を収集・整理し、支援機関に提
供することにより、事業主への支援に資することを
目的とする調査、研究を行なったもの17）、精神、視
覚障害者の雇用は厳しく、雇用会社は障害者の能力

表３　JDreamⅢ文献検索結果

検索キーワード 文献数 最古（年）

精神障害者 ＆雇用 202 1977

精神障害者 ＆雇用 ＆企業 37 1987

原著

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

全体

198
8
199
0
199
2
199
4
199
6
199
8
200
0
200
2
200
4
200
6
200
8
201
0
201
2
201
4

文献数

図３　年代別文献数
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表４　精神障害者・雇用・企業で検索された37文献（年代順）

番号 著者名 著者の背景 年代 種類 タイトル

１ 竹中郁子 公的機関 2014.05. 解説
障害者雇用を学ぶ‒精神障害者の雇用義務づけに向けて‒第
285回 関東産業健康管理研究会 講演 精神障害者の雇用につ
いて

14）

２
佐藤さやか　
他

病院 2014
解説	
報告書

「地域生活中心」を推進する、地域精神科医療モデル作りと
その効果検証に関する研究　認知機能リハビリテーションと
個別援助月雇用モデル　サイト報告　民間企業

15）

３ 大澤史伸 大学 2013.03. 解説
福祉農業「福祉農業」の可能性を探る‒主に知的障害者の農
業就労支援の視点から‒

16）

４ 石川球子 公的機関 2013.03. 原著
精神障害者・発達障害者の雇用における課題と配慮の推進に
関する調査研究

17）

５ 増田金重 研究所 2012.5.31 原著
ノーマライゼーションにおける障害者の一般就労の研究‒企
業調査から‒

18）

６ 佐藤宏　他 大学、企業 2012.3 原著 精神障害者に対する効果的な職業訓練に関する調査研究 19）

７ 増田金重 研究所 2011.5.31 原著
ノーマライゼーションにおける障害者雇用の研究‒静岡県の
事例から‒

20）

８ 大沢恒雄 企業 2011.3 解説 わが社の障がい者雇用の実際と今後 21）

９ 半谷智辰 病院 2009.10 短報
精神科デイケアでのＩＰＳモデルを用いた就労支援の取り組
みについて

22）

10 厚生統計協 公的機関 2008.10.31 解説 厚生の指標　臨時増刊　国民の福祉の動向2008年 23）

11

職業能力開
発総合大
能力開発研
究センター

研究所 2008.3 原著
「発達障害者に対する効果的な職業訓練の在り方」に関する
調査研究

24）

12
高齢・障害
者雇用支援
機構

公的機関 2008.3 原著
特例子会社における精神障害者雇用のケーススタディ 平成
19年度

25）

13
香田真希子　
他

病院 2008
原著	
報告書

精神障害者の一般就労と職場適応を支援するためのモデルプ
ログラム開発に関する研究 IPS 普及のためのツールキット
開発の取り組み

26）

14 西尾雅明 大学 2008
原著	
報告書

精神障害者の一般就労と職場適応を支援するためのモデルプ
ログラム開発に関する研究

27）

15
香田真希子　
他

大学 2008
原著	
報告書

精神障害者の一般就労と職場適応を支援するためのモデルプ
ログラム開発に関する研究 IPS 普及のためのツールキット
開発の取り組み

28）

16 西尾雅明 大学 2008
原著	
報告書

精神障害者の一般就労と職場適応を支援するためのモデルプ
ログラム開発に関する研究

29）

17 小塚尚男 企業 2007.11.1 解説 参加ガバナンス 日本の社会的企業の現状 30）

18 川上恵 公的機関 2007.9 解説
障害マネジメントと職場復帰支援について‒カナダの関係機
関の取組みより‒ ＊カナダの取り組みを紹介

31）

19 高林秀明 大学 2007.4.30 解説
精神障害者と家族の生活問題の構造‒社会保障・社会福祉の
対象課題として‒

32）

20
島崎敬子　
他

短期大学 2007.3.30 解説 産官学連携による障害のある人の就労支援 33）

21
高齢・障害
者雇用支援
機構

公的機関 2007.3 原著
精神障害者の職業的自立に向けた訪問型個別就労支援の方法
に関する研究調査 Ⅱ 平成17年度

34）



日本赤十字北海道看護大学紀要　第15巻　2015

51

22 松為信雄他 大学 2007. 原著
精神障害者の一般就労と職場適応を支援するためのモデルプ
ログラム開発に関する研究 平成18年度 総括・分担研究報告
書

35）

23
小川ひかる　
他

病院 2007. 短報
重度精神障害者に対する包括型地域生活支援プログラムの開
発に関する研究 ACT‐J における IPS モデルによる就労支
援

36）

24 丹下一男
日本経済
団体連合会

2006.3.5
文献	

レビュー
障害者自立支援法の実施に向けて 障害者雇用の新しい段階
を迎えて

37）

25
高齢・障害
者雇用支援
機構

公的機関 2006.3 原著
重度障害者雇用事業所における障害者雇用状況に関する調査
‒高齢化等に対応するための福祉施設との連携、並びに精神
障害雇用及び在宅就業について

38）

26 西尾雅明 病院 2006 原著
精神障害者の一般就労と職場適応を支援するためのモデルプ
ログラム開発に関する研究

39）

27
全国精神障
害者家族会
連合会

家族会 2004.3 原著 精神障害者の雇用事例についての研究調査 Ⅱ 平成14年度 40）

28 柏木真司 公的機関 2003.10 解説
（社会参加 Ⅰ）精神障害者の職業リハビリテーションについ
て

41）

29
松為信雄　
他

公的機関 2003.7 解説 精神障害者の雇用管理と就業支援 42）

30 水谷一生 企業 2002.11 解説
人事部門における障害者雇用方策 ４ 知的障害者、精神障害
者の職場適応

43）

31

労働省　職
業安定局、
労働省　職
業能力開発
局

公的機関 1998.10 解説
安定した職業生活の実現に向けた雇用・能力開発対策の推進
について

44）

32

日本障害者
雇用促進協 
障害者職業
総センター

公的機関 1997.3 解説
障害者雇用関連統計集 第２版（日本障害者雇用促進協会障
害者職業総合センター S）

45）

33
亀山知道　
他

病院 1995.3 原著
職場における精神障害者の適応困難の実態とナイトホスピタ
ルの効果 ある公的企業に勤務する患者と職場上司のアンケ
ート調査にもとづいて（日本障害者雇用促進協会 S）

46）

34
村上裕輔　
他

病院 1995 原著
精神障害者に対する就労援助の試み 「援助付き企業内実習」
の展開とその課題� ＊アメリカ合衆国の取り組みを紹介

47）

35
日本障害者
雇用促進協
会

公的機関 1990.8 原著
精神障害者の就労リハビリテーションと援護システムに関す
る研究（日本障害者雇用促進協会 S）

48）

36 岡上和雄 大学 1989.8 原著
精神障害（回復）者の就労に関する研究（日本障害者雇用促
進協会 S）

49）

37

精神障害者
職業リハビ
リテーショ
ン研究会

研究所 1987.6 原著
精神障害回復途上者の就職状態に関する調査研究　昭和61年
度

13）
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を評価していることが明らかになったもの18）、など
があった。雇用する企業の一部からは、偏見に根ざ
すと考えられる発言もあったが、障害者雇用や精神
障害者雇用に取り組む企業もあることが、文献から
も分かった。
　平成30（2018）年４月から精神障害者の雇用が義
務づけられる目前の今、もっと雇用する企業の困難
や克服例を聞き、研究として蓄積する必要があると
考えられた。

３．雇用とその継続
　企業の人が書いた文献には、自社での精神障害者
の活躍の場を広げ、安心を提供したいとするもの21）、
採用後の指導やジョブコーチ活用に触れたもの43）が
あった。
　精神障害者を雇用した企業の声を聞いた内容の研
究４文献のうち、特例子会社を対象にしたものを除
く３文献では、どれも雇った後の継続について関心
を寄せていることが分かった17）、18）、25）、26）‒29）。
　筆者らも、就職したもののうまく続けられなくて、
辞めてしまう精神障害者の声を聞くことがある。障
がい者雇用、特に精神障害者の雇用を重視すべき時
代に向けて、せっかく雇った精神障害者が辞めるの
は、企業にとっても残念なことであろう。この点に
ついてももっと雇用する企業の困難や克服例を聞き、
研究として蓄積する必要があると考えられた。

Ⅶ．おわりに
　精神障がい者雇用とその継続に関する今後の研究
の方向性が見出せた。筆者らは看護師であるので、
医療機関を退院した後の精神障害者・精神病患者の
生活を、患者と一緒にイメージして援助することを
大切にしてきた。しかし、まだ、生活が安定した後
の就業や就業の継続を患者と一緒に視野に入れた援
助や福祉との連携が充分とは言えない現状がある。
現行の制度では障害者就業・生活支援センターやハ
ローワーク等に看護師がおかれ、生活面での支援や
障害特性を踏まえた雇用管理についての事業所に対
する助言等の役割が期待されるところであるため、
今後も精神障がい者雇用に関する研究に励みたい。

【文献】
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